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1. 官民協議会及び官民協議会実務者会合の開催
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⚫ 経済産業省と国土交通省が合同で主催している「空の移動革命に向けた官民協議会」令和2年8月に官・民の実

務者レベルで構成される議論の場としての実務者会合を設置すると共に、2023、2025、2030年等に想定

される主たるユースケースの整理を行う「ユースケース検討会」が設置されている。

官民協議会及び官民協議会実務者会合の概要

官民協議会及び官民協議会実務者会合の開催

官民協議会

実務者会合

機体の安全基準WG 操縦者の技能証明WG 事業制度SG

ユースケース検討会

（新）大阪・関西万博×
空飛ぶクルマ実装タスクフォース

事業者からの情報提供、
各ＷＧの取り纏め事項の
共有の場

2023、2025、2030年等に想定さ
れる主たるユースケースの整理 等

機体の安全性に関する基
準の検討 等

操縦者のライセンス等に
関する基準の検討 等

空飛ぶクルマの運航方法、
飛行高度、空域の検討 等

運航安全基準WG

空飛ぶクルマに係る運送・
使用事業制度の検討 等

（実務者会合の関連会議体の構成）

実務者会合下に設置された各WG/SG

は国土交通省様の所管の下実施されて

おり、本業務での言及はしない。
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官民協議会及び官民協議会実務者会合の実施状況

官民協議会及び官民協議会実務者会合の開催

会議体 回次 日時 主な議題

官民協議会 第8回 ２０２２年３月１８日（金）
１０：００～１２：００

（１）主催挨拶
経済産業省製造産業局
（2）2021年度の実務者会合の検討状況について
• ユースケース検討会
• 大阪・関西万博×空飛ぶクルマ実装ＴＦ
• 各ＷＧ・ＳＧ
• ロードマップ改定案について
• 次年度の取組について

（3）新規構成員によるプレゼンテーション
（4）全体質疑
（５）閉会挨拶
国土交通省航空局安全部

実務者会合 第3回 ２０２２年３月９日（水）
１０：００～１２：００

（１）主催挨拶
• 経済産業省製造産業局
• 国土交通省航空局

（２）2021年度の実務者会合の検討状況について
• ユースケース検討会
• 大阪・関西万博×空飛ぶクルマ実装ＴＦ
• 各ＷＧ・ＳＧ
• ロードマップ改定案について

（３）新規構成員のご紹介
（４）次年度の官民協議会について
（５）自由討議

⚫ 官民協議会及び実務者会合の実施状況は以下の通り。
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官民協議会及び官民協議会実務者会合の実施状況

官民協議会及び官民協議会実務者会合の開催

会議体 回次 日時 主な議題

ユースケース
検討会

第6回 ２０２１年８月１２日（木）
１３：３０～１６：００

（１）検討の進め方
（２）目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れについての海外動向
（３）社会受容性の観点から見た空飛ぶクルマ実装の流れと必要な取組
（４）議論
• 検討の進め方について
• 社会受容性に関する検討事項について

第7回 ２０２１年９月１５日（水）
１３：００～１６：００

（１）目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れについ
（２）議論
• 目指すべき絵姿について
• 中長期的な実装の流れ（実現イメージ）について
• 中長期的な実装の流れ（整理項目）について
• 中長期的な実装の流れ（運航形態や離発着場、周辺ビジネスへの波及等）について
• 今後深堀すべき論点について

第8回 ２０２１年１１月１０日（水）
９：３０～１２：００

（１）目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れについて
• 目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ
• 空飛ぶクルマの運航規模、市場規模

（２）離着陸場に関する課題について
(3)議論

第9回 ２０２１年１２月８日（水）
１３：００～16:00

（１）目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れについて
（２）ＮＥＤＯ事業「空飛ぶクルマの先導調査研究」の取組みについて
（３）空の移動革命に向けたロードマップ改訂について
（４）議論

第10回 ２０２２年１月２８日（金）
９：３０～12:00

（１）空の移動革命に向けたロードマップ改訂について
（２）議論

⚫ 官民協議会実務者会合の下設置されたユースケース検討会の実施状況は以下の通り
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官民協議会及び官民協議会実務者会合実施に係る事務作業

官民協議会及び官民協議会実務者会合の開催

各会合の開催に当たり、以下の①～⑥の事務を実施した。

① 経済産業省、国土交通省及び参加者等との連絡調整

② WEB会議の手配

③ 議事次第、参加者名簿等の作成

④ 会議資料の作成・配布

⑤ 会議のファシリテート

⑥ 議事録の作成

各会合の配布資料及び議事録については、別添資料として添付する。
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2. 「空の移動革命に向けたロードマップ」の改訂に

向けた調査



Copyright © Mitsubishi Research Institute 11

本節では、欧米の規制当局（FAA、EASA）での空飛ぶクルマに係る制度化方針及び個別

論点ごとの制度整備状況を調査すると共に、欧米で発行済みのConOpsを調査し、短期

及び中長期的な空飛ぶクルマの展開イメージを調査した。

⚫ 米国の動向調査

- 米国の制度化方針及び個別論点ごとの制度整備状況

- NASAより発行されているConOpsの調査結果

⚫ 欧州の動向調査

- 欧州の制度化方針及び個別論点ごとの制度整備状況

- SESARより発行されているConOpsの調査結果

2.1 欧米におけるロードマップ整備の動向調査
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米国の動向調査
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⚫ 本Conopsでは以下に示す仮定にもとづいて、運用コンセプトが議論されている。

- UAMの運用や関連する法規則及び法執行のための体制などがUML-4に対応して確立されている状況。

- UAMが安全かつ容易に利用でき、大都市圏で一般市民が利用できる手頃な価格であるが、UAM運航はまだ

完全には自律していない状況。

- ある都市圏にてUML-1～ UML-3は既に実現されている状況であり、異なる都市圏では必ずしも同一の

UMLが実現されている必要はない。

- UML-4でのUAM運航は従来の人間が操作するATC（Air Traffic Control）の能力の範疇を超えると想

定され、同運航はFAAが設定した規則の下でATM（Air Traffic Manage）サービスを提供するPSU

（Providers of Services to UAM）のネットワークを利用している状況。

※FAAはUAMの管理に積極的な運用上の役割を果たさないことを想定

‐ 広範囲の気象条件にて安全なUAM運航を可能とするために、空域の少なくとも一部で修正または全く新しい

飛行規則に基づいて運航されることを想定。

‐ UAMの通常運航が”UAM Aerodrome”と呼ばれる離着陸場から開始・終了することを想定している。なお、

数か所のUAM飛行場はUAMのために特別に建設されている状況。

‐ 本Conopsはある将来の一時点における一般的なビジョン、UML-4に必要な高レベルな要件を示すために

設計されており、UML-4に到達するための特定の行動指針を提案または規定するものではない。

UML-4におけるUAM運航の前提条件

NASAより発行されているConOpsの調査結果
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⚫ 都市圏、主要空港、郊外の小都市におけるUML-4段階でのUAM運航のコンセプトが整理されている。

- UOE内での通常運航として、都市内に複数個所設置されたUAM Aerodrome間の運航が想定されている。

- 空港付近では、ATCにて管制された空域と合流する可能性があるが、民間航空機の離発着通路を侵害せず、PSUによる交通

管理サービスを通じて当該空域に進入できるようになっている。

- すべてのUAM飛行が高密度な都市圏で行われるわけではなく、航空機がその空域の要件を満たしている限り、UOEの外でも

飛行は可能である。

UML-4におけるUAMの空域利用（2/4）

NASAより発行されているConOpsの調査結果

出所）NASA UAM V is ion  ConOｐｓ v1 .0

ht tps : //www.nasa .gov/aeroresearch/uam -vis ion-conops-uml-4  （閲覧日：2022年3月28日）
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⚫ UML-4におけるUAM運航では、空港と併設されている”UAM Aerodrome”に到達するために空域（クラ

スB、C、D）に進入する可能性があり、当該進入に係る運航イメージが示されている。

- Class B内部におかれたUAM Aerodromeへ/からの離発着は、民間航空機の離発着の妨げにならないように設計されな

ければならない。

- 通常運航においてUAMはPSUから交通管理サービスを受けるが、（通常とは異なる状況下で）ATCと通信できるよう適切に

通信設備を装備していなければならない。

- UML-4においてはUOEとUTMは積極的に情報の交換は行わない想定である。

UML-4におけるUAMの空域利用（3/4）

出所）NASA UAM V is ion  ConOｐｓ v1 .0 ht tps : / /www.nasa .gov/aeroresearch/uam -v is ion-conops-uml-4 （閲覧日：2022年3月28日）

NASAより発行されているConOpsの調査結果
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⚫ UML-4におけるUAM運航では、地上付近でUOEとUTM環境が近接する可能性があり、近接時における運

航イメージが示されている。

- UTM環境でのsUAS運用からUAM運用を保護するため、地上付近のUOEではUAM Aerodromeを囲むように「逆釣り鐘

型」のような形状が想定される。

- UOEとUTM環境が接する部分において、sUASは関係するUSSがPSUネットワークと連携する場合にのみ進入が許可され

る。

- 高高度に位置するUAM飛行場（建物の上など）でも「逆釣り鐘型」のUOEが存在する可能性があるが、UTM環境と近接する可

能性が低いため地上付近ほど顕著にはならないことが想定される。

UML-4におけるUAMの空域利用（4/4）

NASAより発行されているConOpsの調査結果

出所）NASA UAM V is ion  ConOｐｓ v1 .0 ht tps : / /www.nasa .gov/aeroresearch/uam -v is ion-conops-uml-4 （閲覧日：2022年3月28日）
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⚫ UML-4での運航実現にあたっては、Provider of service to UAM (PSU)を中心として様々なステー

クホルダーが重要な役割を持ち、必要に応じて情報を交換しながら、安全かつ効率的なUAM運航を実現するこ

とが示されている。

- UAM運航におけるATM機能はUAM運航者に代わって第三者によって運営するPSUが実行するが、これらのサービスはFAA

が制定した規則に従うことが想定される。

- PSUはUAM運航者、USS、FAAなどの間で情報（運航意図や空域の制約、その他安全運航に必要な情報）を共有・交換するこ

とで、UOEにおける安全かつ動的な運航環境を提供する。

- FAAは、UOEの運用情報に必要に応じてアクセス可能であり、安全性や運用上の要求（緊急事態、スポーツイベント、軍事行動

など）にもとづいて、UOEを動的に変更することが可能である。

UML-4におけるステークホルダーとその役割（1/2）

NASAより発行されているConOpsの調査結果

出所）NASA UAM V is ion  ConOｐｓ v1 .0 ht tps : / /www.nasa .gov/aeroresearch/uam -v is ion-conops-uml-4 （閲覧日：2022年3月28日）
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⚫ 本ConOpsでは、UML-4時点におけるUAM運航に係る主なステークホルダーの具体的な役割が整理されて

いる。ステークホルダーの主な役割を示す。

UML-4におけるステークホルダーとその役割（2/2）

ステークホルダー 主な役割

Federal Aviation 
Administration 
(FAA)

• NASにおける民間航空機の運航を規制・監督する。
• UAM運用のための規制と運用の枠組みを提供する。
• 一時的な飛行制限などの空域制約を定義し、情報をPSUネットワークに提供する。
• PSUネットワークへの情報提供を行う。
• FIMSの運用を行う。

Fleet Operator • 自社の管理下にある航空機の運航を管理し、各フライトを安全に実施する責任を負う。
• 規制要件の充足、フライトの計画・実行、運航意図情報の共有、安全な運航の実施に責任を持つ。

Supplemental 
Data Service 
Provider (SDSP) 

• 天候や追加の交通情報など、フライトオペレーションを補完する情報（安全上重要でないデータ）の提供を行う。

Provider of 
Services to UAM 
(PSU) 

• ステークホルダーに共通の運航状況といった状況認識を提供するためのデータ交換プラットフォームを提供する。
• 運航計画、UAM機体間のデコンフリクション、適合性の監視、緊急時の情報発信などを支援する。

PSU Network • 同一地域・同一空域にサービスを提供する複数の重複するPSU同士が完全に統合されたシステムを指す。
• 交通管理サービスを提供し、安全な情報交換のためのフレームワークを提供し、飛行計画（飛行経路など）を支援

する。

NASAより発行されているConOpsの調査結果
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⚫ 本ConOpsでは、個別の観点での課題だけでなく、UML-4における運航を実現するための横断的な課題が示

されている。

UML-4実現するために解決すべき課題（8/8）

分野横断的な障壁 詳細内容

Safety 利用者と一般市民の両方に受け入れられる安全レベルのUAM運航システムを実現するための課
題。

Security UAMシステムのすべての要素について、許容できる物理的およびサイバーセキュリティを確保す
るための技術、ポリシー、推奨される適合手法（MOC）を策定する際の課題。

Automation 自動化とそれに関連する規制、政策、標準、適合手法を開発し、拡張性の高い航空輸送システムに
安全に実装するための課題。

Affordability 多くの個人や企業が利用できるように、他の一般的な交通手段と比較してコスト競争力のある
UAM交通システムを構築するための課題。

Noise UAMの航空機やフリート運航を開発・運用する際の課題。
（運航頻度や多数の航空機が一度に頭上を通過することによる影響を考慮した空域設計や運用上
の考慮すべき点が含まれる。）

Regulations/ 
Certification

不必要に操作を制限することなく、UAMの安全性と社会受容性を確保するために、連邦、州、地
方のあらゆるレベルの政府が協力して規制や認証プロセスを策定、実施、施行することに関連す
る課題。

UAM Aerodromes UAM飛行場の設計、配置、建設における課題は、(a)大量の乗客と様々な種類の航空機を扱うこ
とができ、(b)NASの安全性と効率性にできる限り影響を与えず、(c)騒音、プライバシー、安全
性、価格について一般市民の受け入れを得るための課題。

NASAより発行されているConOpsの調査結果
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欧州の動向調査
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欧州における空飛ぶクルマの制度化方針

① 空域クラスA～C（ICAO空域分類）での貨物輸送を目的としたUASのIFRによる運用で、飛行場から離陸および／または着陸するもの。

② 混雑した環境（例えば都市部）において、U-Space空域内であらかじめ定義されたルートを使用して離着陸するUASの運用（運用の一部

は混雑していない環境（例えば地方）で行うことも可能）。これには、乗客（例：エアタクシー）や貨物（例：商品配送サービス）を運ぶ無人

VTOL機の運航が含まれる。

③ ②と同じ運航を行う有人のUASの運用。（U-Spaceのない空域の飛行を含む）

UASの制度課題 進捗

A) Open/Specificカテゴリの運航ルー
ル

完了

B) U-Spaceとの空域統合 一部完了

C) CertifiedカテゴリのUASと
UAM

現在進行中

D) UASとVTOLの機体認証基とETSO 計画中

E) 空域利用の要件及びATM/ANS相互
互換性要件

現在進行中

F) 環境保護 計画中

（RMT.0230にて特定されているUASに関する制度課題） （RMT.0230にて特定されているUASに関する制度課題に対する検討スケジュール（一部））

欧州の制度化方針及び個別論点ごとの制度整備状況

⚫ 具体的には2021年4月にEASAより発行された、 ToR for rulemaking task RMT.0230において、Certified

カテゴリのUASを以下の3つに区分し、今後新しい法規則を整備していく方針が示されている。

⚫ パイロット搭乗ありのVTOL機の運航は③、パイロット搭乗せず遠隔操縦されるVTOL機の運航は②に分類される。
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AMU-LEDのコンソーシアムメンバー

⚫ 欧州の航空管制近代化プログラムSESARのプロジェクトの一つであり、旅客・貨物輸送を行うUAMのConcept of 
Operationの策定及び実証を進めることを目的としている。

⚫ 本プロジェクトでは、U-spaceのフレームワークを用いた実証や、旅客・貨物輸送、ドローン配送、インフラ点検、公共・
法執行業務の様々なユースケースに基づく実証等、2021年から2022年にかけて、欧州の複数都市において計100時
間以上の飛行試験が行われる予定（以下詳細予定）。

⚫ イギリス クランフィールド：2022年6月

⚫ オランダ アムステルダム・ロッテルダム：2022年8月

⚫ スペイン サンティアゴ：2022年9月

⚫ 本プロジェクトには、製造者、オペレータ、空港事業者、航空管制プロバイダー、Vertiportデベロッパー、通信事業者、
研究開発機関等の17の機関が参画している。

⚫ 本プロジェクトで集約されたデータは、EASAにおける法検討に活用される予定。

Air Mobility Urban-Large Experimental Demonstration 

(AMU-LED) ープロジェクト概要

✓ EVERIS AD （コンサルティング企業）
✓ Netherlands Aerospace Centre （NLR）
✓ Boeing Research & Technology-Europe
✓ Jeppesen GmbH（ボーイング傘下のソフトウェア事業者）
✓ ITG（スペインの研究開発機関)
✓ ENAIRE(スペインの航空管制プロバイダー)
✓ TECNALIA（スペインの研究開発機関）
✓ INECO（スペインのコンサルティング企業）
✓ ANRA TECHNOLOGIES UK LTD（英国の運航管理シス

テムの開発事業者）

✓ CRANFIELD UNIVERSITY
✓ FADA-CATEC（スペインのコンサルティング企業／研究

開発機関）
✓ AIRBUS OPERATIONS SL
✓ EHang
✓ AirHub B.V.（英国の運航事業者）
✓ Space53（オランダのコンサルティング企業）
✓ GEMEENTE AMSTERDAM（アムステルダム市役所）
✓ ALTITUDE ANGEL LIMITED（英国のUTM事業者）

SESARより発行されているConOpsの調査結果
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出所）SESAR “H igh  Level  ConOps – In i t ia l ”  ht tps : //amuledpro ject .eu/del iverables/ （閲覧日：2022年3月28日）

⚫ 2021年3月29日、UAMのU-spaceへの統合に関する上位ConOps文書の初版として、 “High Level 
ConOps – Initial”がAMU-LEDより発表されている。

⚫ 同ConOpsでは、中期的な将来（2025－2030年）において、U1・U2サービスが実装されたU-space環境下で
UAMが運航される将来をターゲットに、UAMの特性、役割・責任分担、空域構成、UAMサービスの概要、セパレーショ
ンや干渉回避、有人航空機との共存、緊急時対応、CNS要件・アーキテクチャ、KPI、ギャップ分析、安全評価手法、認証
評価について分析整理を行っている。

⚫ また、本ConOpsでは、Open/Specific/Certifiedのすべてのカテ
ゴリの運航の統合を促進することを目的に、同カテゴリとは別の、機体性
能やニーズと対応した包括的なカテゴリを新たに提言している。

⚫ 新たなカテゴリは、低高度空域（VLL）をHigh performanceと
Standard Performanceの2つのレイヤーに分けた、本ConOpsの
提言する新しい空域カテゴリと対応している。

⚫ これにより、空域の利用要件を満たしている限り、機体カテゴリに関わら
ず両レイヤーへのアクセス権がUASに与えられている。

Standard 
Performance
カテゴリ

Standard performanceレイヤーで運航する
Open/Specific/Certifiedのいずれかの機体（小型ドローン
等）で、既定のCNS要件、UTM/ATMサービス要件内で運航す
ることが求められる。

High
performance
カテゴリ

High performanceレイヤーで運航するCertified
Categoryの機体（エアタクシー、大型カーゴドローン等）が該当
し、運航リスクの高さに応じて、より高い飛行性能、CNS要件、
UTM/ATMサービス要件が求められるとともに、より高度なイ
ンフラの活用が求められる。

Air Mobility Urban-Large Experimental Demonstration 

(AMU-LED) ー “High Level ConOps – Initial”

SESARより発行されているConOpsの調査結果
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本節では、中長期的な視点で課題を抽出しタイムラインを検討する観点から、欧米や中国

等の空飛ぶクルマ先進国における技術開発や社会実装の動向を調査する。

⚫ 海外における空飛ぶクルマに係る技術開発の動向調査

- 機体に関する技術開発動向

- 離発着施設や運航管理システム等の外部システムの構想・開発に係る技術開発動向

⚫ 海外における空飛ぶクルマに係る社会実装の動向調査

- 海外都市における空飛ぶクルマの導入に向けた活動状況

2.2 海外における技術開発及び社会実装の動向調査
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空飛ぶクルマに係る主な外部システムの開発状況

離発着施設や運航管理システム等の外部システムの構想・開発に係る技術開発動向

技術項目 現在の開発状況 将来の開発の方向性

通信 • 当初は従来航空機が利用するVHF無線の利用を想定
• 自律飛行を行うEHangは4G/5Gの利用を予定

• NASAの調査研究によれば、５G及び5G衛星通信、UAS向け
周波数であるC帯、低軌道衛星通信等の利用が推奨

• AZO、Droniq、CGIにて衛星ベースの通信システムのUAM
への適用可能性について調査を開始

航法 • uAvionixは、空飛ぶクルマ向けにGNSSとSBAS補
強信号を受信可能な航法装置を製品化

• NASAの調査研究によれば、GNSS＋補強信号（RTK、ポート
からの信号放送、GPS-3や追加衛星（LEO））、RFビーコン等
の活用が推奨

監視 • uAvionixは、空飛ぶクルマ向けに小型のADS-B 
in/out・トランスポンダ（モードS対応）装置を製品化

• NASAの調査研究によれば、UAT-2、ADS-B、マルチラテ
レーションと言った協調監視、レーダ、IRセンサ、音響といった
非協調監視が推奨

衝突回避 • 当初はVFRによる運航を想定
• 光学カメラやレーダ、Lidar等のセンサや機械学習によ

る回避アルゴリズム等の技術開発例あり

• NASAの調査研究によれば、レーダ、IRセンサ、音響といった
非協調センサの活用、ACASの搭載が推奨

交通管理・
フリート管理

• 欧州ではUAS向け空域管理を行うU-Spaceの対象
にeVTOLを包含予定、制度整備が進展中

• ドローン向けのUTM、フリート管理製品の一部では将
来的にeVTOLの管理も想定

• FAA/NASAが発表するConOpsの中で構想するPSUの機能
を実現する交通管理システムが必要

• 国際標準化機関におけるI/Fや運用ルールの検討が今後進め
られる見込み

給電システム • 小型で低出力（22kW）、エネルギー貯蔵システムと統
合した高出力（500kW）等の充電システムが製品化

• Volocopterはバッテリ交換システムを計画

• エネルギー貯蔵システムと統合した充電設備は効率的な方式と
して期待、NASAでは、600kWを3基統合したシステムが将来
構想として検討

• 小型軽量化が課題

⚫ 空飛ぶクルマの機体以外の技術開発動向を以下の通り整理した。
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Heriport

• 現在の基本的な離着陸場から、

自動化された技術を用いた

Vertiplaceへと転換する最初

の場所

• 基本的な設計としてヘリコプ

ターの着陸と離陸をサポートす

るため、操縦と着陸・離陸の両方

に明確なスペースが存在

• Heriportの大半は保安検査施

設がない

• 視界が制限された状態での離着

陸を可能にする計器式アプロー

チは例外的

Vertiplace

• 一般的な機能としては、充電、計器進入手順、天候監視機能などがある

• ほとんどのVertiplaceは、乗客がすぐに降りられるように設計された迅速な

バッテリー交換および充電施設を備えているが、マルチモーダルなハブとして設

計されているものもある

• 機能に基づいて、Vertiplaceは以下の3種に分類される

①Vertihub

• 物理的な設置面積が最大で、

電力網やその他の物理的イ

ンフラへの負担が大きい

• 都市部の周辺部に存在する

可能性が高い

②Vertiport

都市の中心部に位置し、

乗客と貨物の両方の乗

降のための主要な場所

として機能

③Vertistop

ポートの最小要素であり、

1つのパッドまたは2つ

のパッドを備えたエリア

を含む

離着陸施設の自動化に向けた検討状況

離発着施設や運航管理システム等の外部システムの構想・開発に係る技術開発動向

⚫ Vertiportの自動化システム（VAS: Vertiport Automation System）に関わる検討では、既存のHeriportの特徴を理解し、
UAMの離発着施設に必要な機能及び種類が整理されている。

⚫ 特にUAMの離発着施設としてVertiplaceが定義され、設置される場所や機能によって「①Vertihub」「②Vertiport」「③
Vertistop」の3種に分類されている。

出所）HIGH-DENSITY  AUTOMATED VERTIPORT CONCEPT  OF  OPERATIONS

ht t ps : / /nt r s . na sa . g ov /a p i / c i t at i o ns/202100 16168/ d ownl o ad s/202100 16168 _MJ o h ns o n _V er t ip or t At mt nC onO p sRpr t _ f i na l _ c o r r ec t e d . p df （閲覧日：2022年3月28日）
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離着陸施設の自動化に向けた検討状況

離発着施設や運航管理システム等の外部システムの構想・開発に係る技術開発動向

施設検査 医療搬送 都市における貨物輸送 都市における旅客輸送

UML１ UML2 UML3 UML4

1-10機の同時運航 １０-50機の同時運航 50-100機の同時運航 １０0-1000機の同時運航

• 主に手動による操作

• Vertiportインフラの自動
監視、PSUやフリートオペ
レーターとの情報共有、標準
的なVFRおよびIFRでの運
航手順で、より複雑な運用
シナリオが実現

• 単一のPSUによる運用、限
られた地点間の限られた
ルート構成となる可能性が
高い

• 自動化システムの責任が増
し、1種類の運航に対してペ
イロードと航空機の特性に
基づくスループットとターン
アラウンドタイムを決定

• 複数の独立したVertiport
を管理

• 複数の類似オペレーション
に対応

• 機体やペイロードだけでなく、
天候など他の要素に基づく
スループットやターンアラウ
ンドタイムの決定

• 少数の着陸地点（1-3）
• 主に手動による地上業務
• Vertiportを占有する航空

機、リソースの自動自己監視

• 少数の着陸地点（1-3）
• Vertiportのセルフモニタ

リング（利用可能なパッド状
態、充電ステーション状態な
ど）

• 着陸・離陸スロットのPSUと
の通信割り当て

• 着陸地点の増加（3-10）
• 着陸地点と駐機場の比率の

増加
• Vertiportの状態の自動的

な放送
• 着陸・離陸スロットのPSUと

の通信による割り当て数の
増加

• 高密度運用に対応した都市
型Vertiportの実現

• 自動ステータス、自動コラボ
レーション、着陸・離陸ス
ロットの割り当て

対応するUML

空域密度

Vertiportの
運用の複雑性

Vertiportの
自動化と機能

⚫ CLIN2にて作成された“HIGH-DENSITY AUTOMATED VERTIPORT CONCEPT OF OPERATIONS”では、NASAの
UMLとVertiportの自動化レベルの整合性を確保するため、UML1～4に沿った4つのミッションレベルのユースケースを定義した。

⚫ 具体的4つのユースケース、施設検査、医療搬送、都市における貨物輸送、都市における旅客輸送に分類し、自動化された
Vertiportsの運用の複雑性や自動化と機能を整理した。
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海外都市における空飛ぶクルマの導入に向けた活動状況

海外都市における空飛ぶクルマの導入に向けた活動状況

⚫ 海外では空飛ぶクルマの社会実装に向けて事業者と自治体が連携しながら活動を進めているケースが多い。社会実装に向けて検討
が先行している都市における検討体制やユースケース、商業運航開始時期、実現に向けた活動状況などを示す。

国名 地域・都市名 体制
ユースケース 導入時期 導入に向けた活動

事業者 自治体

Archer ロサンゼルス市 • 情報なし 2023-2024年 • 2020年、市が空飛ぶクルマの導入に向けたコンソーシアムを設立

Lilium等 オーランド市等
• 初期はオーランド国

際空港とダウンタウ
ンの間

2025年

• 2020年、Liliumとオーランド市が米国初のポート建設計画を発表
• 2020年、サービス導入までのステップとしてヘリコプターによる実

証、特別空域での試験、eVTOLによる試験を行う計画を発表
• 2025年、レイク・ノナのポート完成

Wisk等、20
の企業・団体

カナダ政府、BC
州政府

• 都市間/都市内交通
• 救急搬送
• 北部コミュニティ
• 空港シャトル
• その他

2025年

• 2019年から空飛ぶクルマの導入検討を開始
• 2020年、ホワイトペーパーを発表。事業者や政府、州政府などによ

るコンソーシアムを組成し、バンクーバーを中心としたユースケース
作成、経済効果試算、ロードマップ策定を実施

• 2021年、試験飛行を実施予定

Volocopter
等、30の企
業・団体

Choose Paris 
Region（政府
系団体）

• 情報なし
2024年7-8月、
パリ五輪での
ショーケース

• 2019年、パリおよびイル・ド・フランス地域圏におけるUAMサービ
スの実現可能性について調査

• 2020年、協力企業の募集・選定
• 2021年、Volocopterの試験飛行

Ehang 賀州市 • 観光 情報なし

• 2020年、Ehangが市内の広場から病院の間で医療品の輸送実証
を実施

• 2020年、Ehangが屋上にvertiportを備えたビルを建設
• 2021年、賀州市は3,07億USDをEhangに拠出することを発表

Volocopter
シンガポール
政府

• 初期はマリーナベイ
の海上における観光
ルート

• 将来的には周辺国も
含めた輸送ルート

2023年末まで
• 2019年、シンガポールのマリーナベイ上空で初の有人飛行
• 2026年までにシンガポールで200人以上の正社員を雇用

Wisk
ニュージーランド
政府

• 情報なし 情報なし
• 2017年、Wiskがニュージーランドにおける試験を開始
• 2020年、政府とWiskがエアタクシーの導入に向けたMOUを締結
• 2021年、政府とWiskのMOUに基づく試験飛行を実施予定

アメリカ

カナダ

フランス

中国

シンガポール

ニュージーランド

ロサンゼルス市

フロリダ州

ブリティッシュ

コロンビア州

パリ地域

賀州市
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本節では、中長期的な視点で課題を抽出し、タイムラインを検討する観点から、実務者会

合等の議論等を通じ、国内の技術開発や社会実装の計画をアップデート・整理する。

⚫ 国内における空飛ぶクルマに係る技術開発の動向調査

⚫ 国内における空飛ぶクルマに係る社会実装の動向調査

- 日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

- 離着陸場所に関する課題整理（ユースケース検討会での議論より）

2.3 国内における技術開発や社会実装動向の調査
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⚫ 第4回ユースケース検討会において、NEDO「空飛ぶクルマの先導調査研究」における空飛ぶクルマの要素技術
に関するロードマップ策定の取組みについて報告が行われた。成果はNEDOより公開の予定。

⚫ ここでは、当該ロードマップで整理されている要素技術項目を示す。

国内の技術開発の検討状況

空飛ぶクルマに係る主な外部技術の開発状況

技術項目 整理対象の技術・方式例

機体 Multirotor、Tiltrotor

動力 モータ、ギヤ、インバータ、冷却機構

電源 蓄電 LiB、Advanced LiB、Beyond LiB

発電 燃料電池、エンジン発電機

装備品 CNS装備品 通信、航法、監視

FMS －

制御システム －

DAA（衝突回避） 協調方式、非協調方式、対地接近

クラッシュワージネス 座席、フローティング、姿勢安定・降下率低減

製造技術 構造材料 熱硬化材／熱可塑材、オートクレーブ／プレス成形

アセンブリ技術 ファスナー、熱可塑・熱硬化、溶着

CNS
(通信・航法・監視)

通信 航空通信、衛星通信、HAPS、セルラー、RFネットワーク、C帯（航空移動）

航法 GNSS、SBAS/GBAS、PNT、RFビーコン、地形・地上構造物データベース

監視 二次レーダ、一次レーダ、マルチラテレーション、IRセンサ、音響センサ

地上システム 交通管理システム 交通流管理、ポート管制、空域管制

フリート管理システム 飛行計画、情報管理、フライトウォッチ、スケジュール管理

給電システム コンダクティブ充電、電池交換充電、非接触充電

気象システム 情報（視程、雲底、風、雨、CB）、情報ソース（観測、予測）、情報連携

3Dマップ 情報（動的データ、仮想データ、障害物情報、地図情報）
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの実装の流れを以下のように整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（実現イメージ）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

地域 実装の流れ詳細

都市部 空港等の交通拠点と都市を結ぶ二次交通に始まり、都市内交通や郊外・都市を結ぶ交通手段に利用を拡大、路線の
増加・ネットワーク化を進めることで、都市圏内の新たな交通網への展開を目指す。

地方部 空港等の交通拠点と都市や観光地を結ぶ二次交通に始まり、地方都市や過疎地・離島を含めた地域内交通に利用
を拡大、地域の需要に応じた路線の増加・ネットワーク化を目指す。併せて、寒冷地等、厳しい気象条件の地域を含
め、日本全国への展開を目指す。

救急・自家用等 小型の機体を用いた現場への医師派遣に始まり、現場から病院への患者搬送、さらには災害時の活用への拡大を
目指す。また、自家用として個人で所有・利用するユースケースや、企業が独自に導入し自社利用するユースケース
への展開も想定される。
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの飛行エリア、仕様機体、操縦方法の実装の流れを以

下のように整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（その他の論点）（1/6）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

項目 実装の流れ詳細

飛行エリア 2025年以前は実証試験としての飛行が想定される。2025年以降は各地で2地点間を結ぶ路線の開設を進め、
2030年代は路線の全国的な展開を目指す。また、2040年代は路線網の面的な拡大によるユーザアクセス性の向上
を目指す。

使用機体 現在の国内外の機体開発・認証の動向を踏まえ、2020年代は、現時点で飛行実証や認証手続きが進められている機
体の市場投入を目指す。2030年代以降は、空飛ぶクルマに求められる市場ニーズに応じた機体の大型化や新たな推
進方式の提案、車両との一体化等、多様な機体の市場展開が想定される。

操縦方法 現在の国内外の機体開発・認証の動向を踏まえ、2020年代は、操縦者が搭乗して手動操縦する機体と、荷物輸送用を
中心に操縦者が搭乗しない遠隔操作の機体の市場投入を目指す。2030年代以降は、遠隔からの監視のみで、操縦者
が搭乗しない自動飛行や自律制御による運航の実現を目指す。
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの運航形態の実装の流れを以下のように整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（その他の論点）（2/6）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

項目 実装の流れ詳細

運航形態 • 路線については、限定エリアでの実証飛行を経て、2025年以降は2地点間の定路線での商用運航を開始すると共
に、2030年代以降は任意の離着陸場所への運航を実現し、複雑な路線網における運航の実現を目指す。また、運航
方法については、定期運航における定時性の確保と頻度の向上に加え、ユーザが乗りたい時に利用可能なオンデマ
ンド運航の実現を目指す。

• 就航率については、IMC相当の気象条件への対応を早期に可能とすることで就航率を向上し、2030年代後半には、
現行の旅客機と同程度である97%程度以上の全天候型に近い就航率の実現を目指す。その一環として、空飛ぶクル
マが飛行する低高度の気象観測・予測の拡充が必要である。
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの離発着場の実装の流れを以下のように整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（その他の論点）（3/6）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

項目 実装の流れ詳細

離発着場 • 空飛ぶクルマは航空機に該当することから、既存の空港等（特に、公共/非公共ヘリポート等）を離発着場として使用
する必要がある。他方、既存の空港等の数や場所は限られることから、航空法第79条但書による許可に基づき、空
港等以外の場所（場外離着陸場）に離着陸することも想定されるが、永続的な利用は困難である。そこで、欧米で規格
検討が進められている空飛ぶクルマの運用に適した専用の離着陸場の整備を目指す。

• 具体的な離着陸場の設置・運用場所としては、2025年以降、沿岸部や離島・過疎地等の利用に加えて、利用者が集
まる市街地（ビル屋上を含む）の利用も段階的に始まり、2030年代には市街地への展開が本格化、さらに将来には
住宅地近隣への展開を目指す。

• なお、市街地や住宅地、特にビル屋上の離着陸場の設置は、都市・地域開発やビル建設等の工事期間を考慮する必要
があり、ビル建設の計画や地方自治体等の都市計画・地域計画の策定段階から、離着陸場の整備について検討してお
くことが必要である。加えて、混雑空港内における離着陸場の設置検討についても検討が必要である。
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの環境負荷低減、コスト低減の実装の流れを以下のよ

うに整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（その他の論点）（4/6）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

項目 実装の流れ詳細

環境負荷低減 • 機外騒音の低減により、離着陸場整備の展開に合わせて、2030年代には市街地環境に対応した静粛性、2040年
代には住宅地環境に対応した静粛性の実現を目指す。

• また、バッテリの廃棄による環境負荷を低減するため、バッテリ寿命を向上する技術開発やリサイクル等に取り組む。
電源として再生可能エネルギー等のゼロエミッション電源による給電や、燃料電池の搭載によりCO2排出削減効果
が見込まれる。

コスト低減 空飛ぶクルマの運航コストについては、従来ヘリコプターと比較して機体の電動化や自動・自律化、サービス効率化、部
品の量産化に基づく運航コストの低減が期待される。加えて、機体の量産化による機体製造コストの低減が期待される。
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの社会受容性の実装の流れを以下のように整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（その他の論点）（５/6）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

項目 実装の流れ詳細

社会受容性 • 社会受容性の段階的な向上の流れとして、当初は実証実験等を通じ、一部の地域で住民理解を得る実績を確保する
と共に、大阪・関西万博における空飛ぶクルマの飛行を通じ、全国規模での認知度向上を図る。

• さらに、空飛ぶクルマの商用運航の開始に伴い、住民の利便性向上や安全性の認知に伴い社会の受容性を醸成しつ
つ、空飛ぶクルマの利活用分野・地域の拡大を通じた受益者の増加、社会課題解決への貢献実績の積み重ねにより、
社会受容性の向上を図る。最終的には、空飛ぶクルマが日常的な風景として根付くことを目指す。

• 社会受容性の確保に当たっては、まずは空飛ぶクルマに対する住民の認知度を向上した上で、導入地域の効用の最
大化、導入に際しての住民との議論の透明性の確保やコミュニケーションの促進、導入による副作用（騒音、環境負荷
等）の最小化、プライバシーへの配慮といった対応が必要である。具体的には、普及用コンテンツやデモフライトを通
じた体験に基づく認知度の向上、安全性の確保と訴求、低騒音化技術の開発と訴求等が必要である。また、万一の事
故発生時にも、被害者が迅速かつ確実に救済されるような環境の整備に向けて、保険の活用等の検討が必要である。
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⚫ 空飛ぶクルマの2020年代～2040年代の空飛ぶクルマの周辺ビジネスjへの波及効果の実装の流れを以下の

ように整理した。

空飛ぶクルマの実装の流れ（その他の論点）（6/6）

日本における目指すべき絵姿と中長期的な実装の流れ（ユースケース検討会での議論より）

項目 実装の流れ詳細

周辺ビジネスへの
波及効果

• 空飛ぶクルマの導入当初は、機体の開発・製造を担う航空機・装備品の製造事業、運航を担う航空機の運送・使用事
業が中心となるが、その後の波及としては、まず安全運航のための航空交通管理や、操縦者の訓練、機体整備等と
いった航空関連ビジネスの拡大が見込まれる。また、離発着場（ポート）関連ビジネスの展開が見込まれ、ポートの設
置・運営事業の創出と共に、都市・地域の開発事業へのポート導入やスマートシティへの実装といった展開が見込まれ
る。

• さらに周辺ビジネスへの波及については、保険の商品化、空飛ぶクルマを利用したイベントや観光事業への波及が見
込まれる。また既存の公共交通への接続や物流における活用、都市・地域開発の観点から不動産業への波及、気象情
報など安全運航のためのデータ関連事業への波及が見込まれる。さらに、他の交通機関とのシームレスな接続やサー
ビス連携によるMaaSの実現、新たなアプリケーションやビジネスモデルの創出が見込まれる。また、救命救急のた
めの医師派遣や患者搬送の他、医療者派遣など医療分野における利活用が検討されている。

• このように、空飛ぶクルマの社会実装の推進により、航空関連ビジネスの拡大、ポート関連事業の創出と都市・地域開
発への展開、幅広い周辺ビジネスへの波及、MaaSの実現を含めた新たなビジネスモデルの創出を目指す。
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＜離着陸場の種類と課題＞
⚫ 既存の空港等の活用

- 公共用ヘリポート、非公共用ヘリポート等の活用が想定されるが、以下の課題が挙げられる。

• 公共用ヘリポート（原則、誰でも使用可能）は、全国22カ所のみ設置され、数・場所が限定。

• 公共用ヘリポートであっても、既存ヘリコプター事業者が離発着枠を独占している場合、時間帯によっては
活用が困難。

• 非公共用ヘリポート（個々の事業者が独自に利用）は、新設するためのコストや設置プロセスの時間が必要。

• 制限表面等、既存のヘリコプターを前提とした基準をもとに設置・運用することが必要であり、eVTOLの離
着陸の可否について確認が必要。

• eVTOLの運用に必要な設備等（電源設備等）の整備が必要。

⚫ 場外離着陸場の活用
- 航空法第79条但書による許可に基づき、空港等以外の場所に離着陸することが可能だが、以下の課題が挙げ

られる。

• 臨時に許可されるものであり、永続的な商用利用は前提とされていない。

• 現行基準におけるeVTOLの運用可否の確認、eVTOLの離着陸に対応した基準等の検討が必要。

• eVTOLの運用に必要な設備等（電源設備等）の整備が必要。

⚫ 緊急離着陸場の活用
- 消防活動等のため、航空法第81条の２（捜索・救助のための特例）の適用により、離着陸することができるよう

建築物の屋上又は地上に設けられた場所であるが、以下の課題が挙げられる。

• ヘリポートもしくは場外離着陸場としての設置基準を満たすための構造補強や制限表面等の確保が必要。

⚫ eVTOL専用離着陸場の整備
- 諸外国の主管庁や標準化機関において、eVTOL向けの離着陸場（Vertiport等）の基準等の検討が進められ

ているところ。設置に当たっては以下の課題が挙げられる。

• 国内において、諸外国の動向を踏まえつつ、設置・運用等に関する基準等の整備が必要。

離着陸場所に関する課題整理（1/2）

離着陸場所に関する課題整理（ユースケース検討会での議論より）
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＜設置・運用に関する課題＞

⚫ 都市部等におけるビル屋上への設置

- 主に都市部における離着陸場として、ビルの屋上への設置が期待されるが、以下の課題が挙げられる。

• ビル建設の計画時から離着陸場の設置を考慮しておくことが必要。大型ビルの計画～設計～工事～完成
までに20年程度を要する場合があり、ビル建設期間を含めた離着陸場の整備計画の検討が必要。

• 既存のビル屋上への新規設置については、容積率や設置工事等の観点から困難なケースも想定される。

• ビル屋上の離着陸場の設置に関し、促進の妨げとなり得る制度等の有無について確認、整理が必要。

⚫ 居住地周辺等への設置

- 空飛ぶクルマへのアクセス容易性の観点から、商業地や居住地等、生活に身近な場所への離着陸場の設置が
期待されるが、以下の課題が挙げられる。

• 騒音に代表される地域環境への負荷低減について考慮・対策が必要。機体の性能を踏まえ、騒音基準、環
境アセスメントや地域住民との合意形成等のプロセスについて検討が必要。

⚫ 空港への設置

- 二次交通における空飛ぶクルマの利用が期待される中、空港内の利便性の高い場所に離着陸場が設置され
ることが期待されるが、以下の課題が挙げられる。

• 既存の定期航空便の運航を妨げない設置場所や運用方法等の検討が必要。

離着陸場所に関する課題整理(2/2)

離着陸場所に関する課題整理（ユースケース検討会での議論より）
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本節では、2.1～2.3までの調査内容、および官民協議会等での議論を受けたロードマッ

プの改訂案を示す。

⚫ 空の移動革命に向けたロードマップ(改訂案)

2.4 ロードマップ改定案の検討
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3. 「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の

開催
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⚫ ２０２５年日本国際博覧会協会におけるコンセプト、運営計画策定、必要な制度課題への対応に繋げるためのタ

スクフォース「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」（以下、「万博TF」という。）がユースケース検討会の

下に設置されている。同会合では、大阪・関西万博での空飛ぶクルマの活用構想を官民協議会事業者（有志）か

ら聴取した上で、会場におけるポートの整備や運航ルールの設定等についてより具体的な議論を行った。

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の概要

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催

官民協議会

実務者会合

機体の安全基準WG 操縦者の技能証明WG 事業制度SG

ユースケース検討会

（新）大阪・関西万博×
空飛ぶクルマ実装タスクフォース

機体の安全性に関する基
準の検討 等

操縦者のライセンス等に
関する基準の検討 等

空飛ぶクルマの運航方法、
飛行高度、空域の検討 等

運航安全基準WG

（実務者会合の関連会議体の構成）

２０２５年日本国際博覧会協会におけるコンセプト、
運営計画策定、必要な制度課題への対応に繋げる
ためのタスクフォース

空飛ぶクルマに係る運送・
使用事業制度の検討 等
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万博TFの実施状況

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催

会議体 回次 日時 主な議題

大阪万博×空
飛ぶクルマ実
装タスク
フォース

第1回 ２０２１年７月７日（水）
１０：００～

(１) ユースケース検討会検討状況について
(２) タスクフォースの趣旨等の説明
(３) 大阪・関西万博の基本計画と空飛ぶクルマ活用の検討状況の共有
(４) 大阪ラウンドテーブルについて
(５) 意見交換

第2回 ２０２１年９月２７日（月）
１０：００～１２：００

（１）構成員プレゼンテーション（主に、機体メーカーおよび運航関連事業者を中心に選定）
• ＳｋｙＤｒｉｖｅ
• ＡＮＡホールディング
• 日本航空
• テトラ・アビエーション
• ＮＥＸＴＡＡコンソーシアム
• ＮＥＣ

（２）検討課題の整理
（３）議論

第3回 ２０２１年１０月２９日（金）
１３：００～１５：３０

（１）構成員プレゼンテーション（主に、ポート関連事業者を中心に選定）
• エアモビリティ
• エアロファシリティ
• オリックス
• 兼松

（２）検討課題の整理（更新）
（３）議論

第4回 ２０２２年１月２１日（金）
９：３０～１２：００

（１）プレゼンテーション
• ソニック

（２）検討結果のまとめ
（３）議論

第5回 ２０２２年２月９日（水）
９：３０～１２：００

（１）検討結果のまとめ
（２）全体議論

⚫ 万博TFの実施状況は以下の通り
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各会合の開催に当たり、以下の①～⑥の事務を実施した。

① 経済産業省、国土交通省及び参加者等との連絡調整

② WEB会議の手配

③ 議事次第、参加者名簿等の作成

④ 会議資料の作成・配布

⑤ 会議のファシリテート

⑥ 議事録の作成

各会合の配布資料及び議事録については、別添資料として添付する。

万博TF実施に係る事務作業

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催
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⚫ 万博TFでは、ユースケース検討会などの検討状況等を踏まえ、万博会場内における空飛ぶクルマ

の活用に向けた運航の絵姿及び課題、会場内外でのポート整備方針等を議論した。

⚫ 各検討事項に対し、「万博で目指すべき絵姿と課題」、「基本的な要件と検討方針」、「絵姿実現のた

めに解決すべき課題」を整理した。

万博TFでの検討事項

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催

＜主な検討事項＞

 運航

‐ 2地点間の旅客輸送や遊覧飛行（周回）などの運航形態

‐ 定期航空便等の周辺を運航する航空機や周辺住民への影響も考慮した飛行経路や頻度

‐ 飛行方式 など

 会場外ポート

‐ 会場外や空港内に設置する際の離着陸場の位置づけ

‐ 関係自治体（大阪府、大阪市等）との関係 など

 会場内ポート

‐ 電源設備や保安設備などの会場内ポートの必要機能

‐ ポート事業者及び運航事業者の役割、責任分担 など
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＜目指すべき絵姿＞

会場周辺を中心とする「遊覧飛行」、会場と空港や大阪市内等を結ぶ「二地点間輸送」を実現する。環境アセスメント
の範囲に収まる飛行経路・高度により、安全を確保しつつ、万博会場において1時間に20回程度の離発着を行うこ
とを目指す。この際、周辺上空のヘリコプターや無人航空機とも調和した運用を目指す。

運航の絵姿と課題（1/2）

＜基本的な要件と検討方針＞
⚫ 会場周辺の「遊覧飛行」、及び会場と空港、会場と大阪市内等を結ぶ「二地点間輸送」を、それぞれ最低1路線以上は実現するもの

とし、その他の路線を含め、具体的な飛行経路については、事業者決定後に協会と相談の上で設定する。

⚫ 会場周辺における運航頻度は、ヘリコプターの環境アセスメントに基づき、万博会場において1時間に6回程度の離着陸を基本と
しつつ、機体の性能を考慮し、環境アセスメントの範囲内で可能な限り高頻度な運航が可能となるよう、飛行経路や高度を検討し、
協会、航空局等関係機関と調整の上で決定する。

⚫ 飛行経路の検討に当たっては、定期航空便等の周辺を運航する航空機や周辺住民への影響を考慮することとし、国土交通省や飛
行経路周辺の自治体等と必要な調整を行う。

⚫ 原則として耐空証明を取得済の機体を使用するものとする。但し、耐空証明を取得した機体を用意できる見込みが無くなった場
合の対応については、事業者決定後に引き続き検討する。

⚫ 飛行方式としては、有視界飛行方式による飛行を基本とし、機体の性能等を考慮し、より高い就航率が可能な方式を検討する。

⚫ 運賃は、協会と調整の上、事業者が設定、徴収する。

‐ 遊覧飛行：万博の催しものとして、過度な商業主義にならない程度に協会がBIE等と調整の上、方針を定める。

‐ 二地点間輸送（会場外⇔会場内）：移動サービスとして、経路ごとに設定する。

＜絵姿実現のために解決すべき課題＞
⚫ 安全対策等

‐ 飛行経路に対し、リスクアセスメントや試験飛行等を通じ、緊急離着陸場所や救助体制等、必要な安全対策の検討が必要。

‐ 当該運航に適用可能な保険の検討が必要。

⚫ 交通管理

‐ 航空交通管制圏・特別管制空域以外のエリアや会場周辺上空における交通管理の体制について検討が必要。具体的には、空飛
ぶクルマの交通管理、他のVFR機や無人航空機との調整が必要。

‐ 無人航空機について、会場内・会場外の無人航空機との調整に加え、不法運用の無人航空機への対策が必要。

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催
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＜目指すべき絵姿＞

利便性が高くかつ顧客ニーズがある場所に設置し、万博への来場者の交通手段として空飛ぶクルマを運用すると共
に、万博後も継続して活用することで、新たな移動サービスとしての社会実装に繋げることを目指す。

会場外ポート

＜基本的な要件と検討方針＞

⚫ 大阪市内、万博会場周辺の空港等への設置を目指す。

⚫ 航空法における空港等（ヘリポート等）や空港敷地内のヘリパッド、もしくは、航空法第７９条ただし書きの許可を
受けた場外離着陸場として設置、運用する。

⚫ ポート設置に当たっては、万博後の継続利用や事業展開を念頭に、当該ポートの設置を希望する事業者が中心に
設置の具体的な検討を進めると共に、関係者との調整を実施することとする。

⚫ 空港内にポートを設置する場合、既存の定期航空便の運航を妨げない設置場所や運用方法を検討することが必
要であり、空港運営者や国土交通省航空局と十分な調整を行うこととする。

⚫ 大阪府・大阪市内等にポートを設置する場合には、環境基準値等をクリアするだけでなく、周辺住民の理解を得
ることが重要であり、大阪府、大阪市等と連携しつつ、十分な調整を行うこととする。

＜絵姿実現のために解決すべき課題＞

⚫ 万博会場及び空港以外に空飛ぶクルマのポートを設ける場合の基準や必要な設備については、今後も継続的に
議論が必要。

⚫ 万博後も会場外ポートを活用することを踏まえ、継続して需要を獲得するため、他交通手段との連携など、より
経済的で便利な移動サービスとして利用されるよう引き続き検討が必要。

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催



Copyright © Mitsubishi Research Institute 69

＜目指すべき絵姿＞

機体の機種が限定されず、各規制や基準に則し、旅客の安全を確保した上で運航数を最大化できる形を目指す。

会場内ポート（1/2）

＜基本的な要件と検討方針＞

⚫ 万博期間限定での運用となることから、航空法第７９条ただし書きの許可を受けた場外離着陸場として運用する。

⚫ 各設備については下表をベースとし、ポート運営事業者が中心となって検討を行い、協会と運航事業者と協議の
上決定する。

⚫ 展示スペースの詳細については、事業者決定後に協会と相談の上で決定する。

電源設備 • 使用機体の仕様、会場に供給可能な電力量に基づき決定

保安系設備 • 1時間に20回程度の離着陸に対する乗員数を、時間内に検査できるだけの設備が必要

着陸帯 • 1～2か所

エプロン • 5か所程度

離着陸管理施設（管制機能） • 会場に離着陸する空飛ぶクルマの管理を担う人員、施設が必要

通信・監視設備 • ＜基本＞VHF帯無線電話／＜高度＞飛行エリア監視設備（飛行位置把握）、着陸誘導設備

安全対策設備 • 標識、風向指示器、灯火（夜間飛行する場合）

待合ラウンジ • 40人/1時間 程度の収容スペース

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催
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会場内ポート（2/2）

＜基本的な要件と検討方針（続き）＞

⚫ 会場内ポートの運営に関し、ポート運営事業者と運航事業者の分担については、下表をベースとし、事業者決定
後に協会と協議の上決定する。

⚫ 光熱水費、通信費、廃棄物処理、火災保険・損害賠償保険の付保費用は事業者の負担とする。

ポート運営事業者 運航事業者

事業者数（案） 1者 複数者

主
な
役
割

設備 電源、保安、着陸帯、格納庫等の各種必要設備の設置・整備 格納庫の設置・整備

運営 保安検査や待合ラウンジ等の運営 保安検査の運営

旅客 － 旅客の乗降誘導、チケット対応

機体 － 機体手配、整備等の実施

運航 離着陸管理、ポート安全確保 操縦、運航管理の実施

グラハン － 機体のポート内移動の実施

＜絵姿実現のために解決すべき課題＞

⚫ 設置基準、運用基準の整備

‐ 航空法第７９条ただし書きの許可を受けるにあたり、進入表面等の基準について、既存のヘリコプターとは異
なる空飛ぶクルマ向けの基準に基づく許可が可能か検討が必要。

⚫ 賠償責任等の分担

‐ 保険等の手配、飛行に伴う賠償責任、搭乗者の補償、飛行以外の施設管理・業務に起因する賠償責任等の分
担について整理が必要。

⚫ 離着陸管理の体制

‐ 会場に離着陸する空飛ぶクルマの管理を担う人員、施設等の具体的な体制については引き続き調整が必要。

「大阪万博×空飛ぶクルマ実装タスクフォース」の開催
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